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原潜保有に関する政府見解

• 昭和40(1965)年4月14日衆議院科学技術振興対策特別委員会

愛知 揆一（文部大臣兼科学技術庁長官）

原子力基本法第二条には、「原子力の研究、開発及び利用は、

平和の目的に限り、」云々と規定されており、わが国における

原子力の利用が平和の目的に限られていることは明らかであり

ます。したがって、自衛隊が殺傷力ないし破壊力として原子力

を用いるいわゆる核兵器を保持することは、同法の認めないと

ころであります。また、原子力が殺傷力ないし破壊力としてで

はなく、自衛艦の推進力として使用されることも、船舶の推進

力としての原子力利用が一般化していない現状においては、同

じく認められないと考えられます。

https://kokkai.ndl.go.jp/simple/txt/104803913X01519650414/134
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• 平成29(2017)年6月6日参議院外交防衛委員会

稲田 朋美（防衛大臣）

原子力を自衛隊の艦艇の推進力として利用することは憲法上は

禁止されるものではないと、このように考えておりますが、原

子力基本法第二条で、原子力の研究、開発、利用は平和の目的

に限るというふうに規定をされています。そして、この規定の

解釈として、昭和四十年に愛知科学技術庁長官が答弁において、

原子力が殺傷力ないし破壊力としてではなく、自衛艦の推進力

として使用されることも、船舶の推進力としての原子力利用が

一般化していないこの現状においては同じく認められないと、

このように解釈をしているところでございます。

https://kokkai.ndl.go.jp/txt/119313950X02420170606/245



過去の原潜開発
2,500T 8,000SHP 原子力潜水艦 原子動力装置 計画計算書

昭和三十三（1958）年五月 川崎重工業株式会社

第72回国会 衆議院 予算委員会 昭和49（1974）年2月7日

楢崎弥之助

「はしがき」にこういうことが書いてあります。一応この段階で
は実用的に成功した唯一の型式であるＰＷＲ、つまり加圧水型で
すね、それを採用しているが、今後の開発結果を待ち、ＢＷＲ、
沸騰水型ですね、その他の採用も考慮する予定である、そう「は
しがき」に書いてあります。今後ずっと開発、研究を続ける。そ
うして「あとがき」ではどう書いてあるかというと、この原潜用
原子動力装置の試設計により「艦として成立するという一応の結
論を得た。」

https://kokkai.ndl.go.jp/txt/107205261X01419740207/71
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防衛庁での検討

第72回国会 衆議院 予算委員会 第14号 昭和49年（1974）2月7日

楢崎弥之助

政府は関知しないと先ほども申されました。昭和三十九年六月十日、防衛装備国産化懇談会

第十四部会、これは防衛庁、科学技術庁、防衛産業、学識経験者が参加しております。表題

は「潜水艦用新型動力の調査・研究開発に関する意見」これがまとめられておる。その中で、

たくさんあるから一部を読みましょう。「原子力機関の重要性、原子力潜水艦の水中高速力

と水中巨大航続力とに対応して原子力潜水艦の活動を阻止し、海上防衛の実効を果たすため

には、われもまた原子力潜水艦によって防衛することが最も効果的である。」
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原子力委員会
原子力船専門
部会報告書

原子力船開発の研究
題目の検討開始が

1957年11月、富士重
工が原潜開発の検討
を行ったのが1958年5

月でかなり近い
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原子力船むつ
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https://digital.asahi.com/articles/ASS9V3H44S9VUTIL01JM.html

8242トン、1969年に進水、むつ市大湊港で漁業関係者が湾内での原子炉運転に反対し漁船で包囲。
漁船が台風で避難した際に出港、太平洋上で原子炉初臨界に達した直後、放射線漏れが発生。む
つは帰港できずに漂流。6年後に佐世保市で遮蔽改修工事。91年に4回の実験航海後、廃船。
船体を切断して原子炉取り出し後、船体前部は海洋地球研究船「みらい」として再利用。

三菱原子力工業製原子炉を搭載
熱出力36 MW、タービン出力10,000 PS



その後の動き
1986年

海自が昭和65年度（1989年度）までの61中期防ではイージス艦（こんごう型護衛艦）を2隻

導入を計画、次期中期防で原潜の導入を盛り込みたい考え。ただし、防衛庁内局は「船舶の

推進力として原子力が普遍的になったとはまだいえない。今は原潜導入を考えていない」と

して海幕の動きをけん制 （毎日新聞 1986年7月14日）

2004年

防衛庁の「防衛力の在り方検討会議」（2001年9月設置）において海自の原子力潜水艦保有

の可否検討。原子力基本法との法的整合性、原子炉開発、運用面。潜水艦16隻態勢内で原潜

を保有した場合に海自の潜水艦戦力全体の警戒監視任務への影響、乗員の確保策や訓練方法

等も検討。最終的に原潜の導入は時期尚早と判断 （産経新聞  2011年2月17日）
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過去の経緯からわかること

第一段階:原子力
船開発

第二段階:原子力
船一般化

第三段階:原子力
潜水艦開発・保有
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「防衛力の抜本的強化に関する有識者会議」報告書

2025年9月19日

●VLS（垂直発射装置）搭載潜水艦 

潜水艦は隠密裏に展開できる戦略アセットである。スタンド・オフ防衛能力を具備させれば

抑止力の大幅な強化につながるため、重視して整備を進めていくべきである。長射程のミサ

イルを搭載し、長距離・長期間の移動や潜航を行うことができるようにすることが望ましく、

これを実現するため、従来の例にとらわれることなく、次世代の動力を活用することの検討

も含め、必要な研究を進め、技術開発を行っていくべきである。 （p.14）

9

VLS(垂直発射装置)

搭載潜水艦
次世代動力潜水艦

防衛力の抜本的強化に関する有識者会議委員

氏名（五十音順） 職名等

遠藤 典子 早稲田大学研究院教授 （＊NTT社外取締役）

〇北岡 伸一 東京大学名誉教授

◎榊原 定征 一般社団法人日本経済団体連合会名誉会長

澤田 純 NTT株式会社取締役会長

島田 和久 元防衛事務次官

杉山 晋輔 元米国特命全権大使

橋本 和仁 内閣官房科学技術顧問

森本 敏 元防衛大臣

柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科教授

山口 寿一 株式会社読売新聞グループ本社代表取締役社長

山崎 幸二 前統合幕僚長

若田部 昌澄 早稲田大学政治経済学術院教授
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総会

氏名（五十音順） 職名等

上山 隆大 前総合科学技術・イノベーション会議議員

遠藤 典子（※） 早稲田大学研究院教授 （＊NTT社外取締役）

落合 陽一 筑波大学准教授

北岡 伸一（※） 東京大学名誉教授

栗崎 周平 早稲田大学政治経済学術院准教授

小西 美穂 関西学院大学総合政策学部特別客員教授

島田 和久（※） 元防衛事務次官

宮永 俊一 三菱重工業株式会社 名誉顧問

森本 敏（※） 元防衛大臣

柳川 範之（※） 東京大学大学院経済学研究科教授

山崎 幸二（※） 前統合幕僚長

部会

委員属性：早稲田、東大、NTT、読売



自民党・日本維新の会
「連立政権合意書」（2025年10月20日)

• わが国の抑止力の大幅な強化を行うため、スタンド・オフ防衛能力の

整備を加速化する観点から、反撃能力を持つ長射程ミサイルなどの整

備および陸上展開先の着実な進展を行うと同時に、長射程のミサイル

を搭載し長距離・長期間の移動や潜航を可能とする次世代の動力を活

用したVLS搭載潜水艦の保有にかかる政策を推進する。
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https://o-ishin.jp/news/2025/10/20/17558.html

「次世代の動力」の意味

• 「防衛省は全固体電池や燃料電池が想定されると説明するが、提言は原子力潜水艦の保有

検討を言外ににじませた形とも」（時事通信  2025年9月19日）

https://www.jiji.com/jc/article?k=2025091900573&g=pol

• 「複数の政府関係者によると、昨年2月から始まった非公開の有識者会議では原潜導入も議

論され、一時は報告書に「原潜」明記も検討されたが、最終的に「次世代の動力」との表

現に落ち着いた。「世論のハレーションが大きいので、原潜への直接の言及を避けた」

（防衛省幹部）という。とはいえ「次世代の動力」は原潜も念頭に置くことは関係者間で

非公式には衆目の一致するところで、今後研究・技術開発が進めば「国民的議論を呼び起

こす」（同省関係者）可能性がある。」（朝日新聞  2025年9月19日）

https://digital.asahi.com/articles/AST9M3692T9MUTFK00VM.html
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読売社説
• 日本は原子力の平和利用を通じて核拡散防止条約（NPT）体制の強化に努め、核兵器の材

料になり得るプルトニウムの利用が認められている。こうした現状が、外交的には、潜在

的な核抑止力として機能していることも事実だ。（2011年9月7日）

• 会議が防衛力強化策の一つとして提示したのが、「次世代の動力」を使った潜水艦の導入

だ。原子力潜水艦が念頭にあるという。・・・導入のハードルは高い。原子力基本法は原

子力の利用を「平和目的」に限っているため、政府は、現行の法制度では「原潜保有は難

しい」という立場だ。しかし、中露が日本周辺で原潜を常時運用している状況下で、従来

通りの見解で対応できるのか。抑止力を高めるため、法改正も含めて保有を検討してはど

うか。（2025年9月29日）
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プルトニウム
＝潜在的抑止

力

原子力潜水艦
＝抑止力向上

関連発言①
• 遠藤典子 早大教授（2025年10月1日46回原子力小委員会/10月3日9回革新炉WG）

SMR、MMR（マイクロモジュール炉）でも構わないが商船利用も検討するべき

・小伊藤優子 JAEA高速炉・新型炉研究開発部門（2025年10月3日9回革新炉WG）

（新型原子炉開発について）データセンターのような安定供給を求める企業だけでなく、直

近では、防衛省の有識者会議において、次世代動力として原子力動力とした艦船の建造が提

案されるなど、ユーザーや使用目的、環境は多様化。日本にとっての意義、戦略的価値を

カーボンニュートラル以外の観点から整理し、それらに加え用途の議論と事業環境の整備を

同時並行で進めることで戦略的かつ現実的で実効性のある制度設計が可能になると考える。
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原子力の商船利用

原子力開発のニー
ズの多様化、軍事
利用も含めてよい

のか？



関連発言②

• 鈴木篤之 元原子力安全委員長・東京大学名誉教授

Energy for the future 49巻2号(2025）

日本で科学技術的に見て本当に必要としているのは原子力船です。特に潜水艦です。燃料燃

焼に酸素を必要とせず、二酸化炭素を出さないという原子力の利点を本当に生かそうとすれ

ば原子力潜水艦です。［中略］日本はいずれ原子力潜水艦を持つような時代になるだろうし、

持つべきだと思っているのですが、その時に原子力船むつの経験が本当に活きると思ってい

ます（宮下宗一郎青森県知事との対談にて）
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関連発言③
小泉防衛大臣就任会見（2025年10月22日）

現時点で、潜水艦の次世代の動力の活用について決定されたものはありませんが、我が国の抑止力を向上さ

せていく上では、ＶＬＳ搭載潜水艦の開発を含む、将来の能力の中核となるスタンド・オフ防衛能力の強化

は不可欠であります。その面で言えば、あらゆる選択肢を排除せず、抑止力・対処力を向上させていくため

の方策について検討していきたいと考えています。先ほどの５類型の撤廃、これも含めて維新の会との連立

政権合意書についての２問でありましたけれども、やはり公党間の約束は、私は重いというふうに思ってい

ます。この点につきましても、実現に向けての努力をするというのは、政府・与党としては当然のことだと

思います。

小泉防衛大臣閣議後会見（2025年11月7日）

現時点で、「次世代の動力」について、何ら決まっていることはありません。様々な分野で加速度的に変化

する安全保障環境の中で、あらゆる選択肢を排除せず、抑止力・対処力の向上に必要な方策を検討していき

ますが、特定の結論ありきで進めるようなことはありません。ただ繰り返し原子力潜水艦の可能性も含めて

というふうに私が申し上げているのは、原子力だからということで議論を排してはならないと、こういった

ことが私の思いとしてはあります。
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過去の政府答弁「原子
力が・・・自衛艦の推
進力として使用される
ことも、船舶の推進力
としての原子力利用が
一般化していない現状
においては、同じく認
められない」は、現時
点でも政府の見解と考

えてよいか。

• ご指摘の答弁において
示された政府の見解に
変更はない

「船舶の推進力としての
原子力利用が一般化した
状況」とはどのような状
況を想定しているのか。

• 愛知科学技術庁長官
（当時）が「推進力と
して原子力の利用が一
般化した状況というも
のが現在においては想
像の域を出ない」と答
弁しているところ、現
時点においてもその認
識に変更はなく、その
ため、「原子力利用が
一般化した状況」につ
いて具体的にお答えす
ることは困難である。

小泉大臣の発言について

• 「次世代の動力」の活
用について、現時点に
おいて、政府として決
定していることはなく、
既存の法令との関係を
含め、特定の動力を念
頭に具体的な検討を
行っているものではな
い。
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「自衛艦の推進力として使用されることも、船舶の推進力としての

原子力利用が一般化していない現状においては、同じく認められな

い」の解釈

昭和40(1965)年3月19日 衆議院本会議

小泉純也防衛庁長官

原子力潜水艦の建造についてのお尋ねでございました

が、世界の商船のすべてが原子力を推進力とするとい

うような時代がまいりますれば、当然また考慮しなけ

ればならないかとも考えられまするが、現在の段階に

おいては、原子力潜水艦をつくるというような意思も

ございませんし、また具体的な検討をいたしておらな

いのでございます。

https://kokkai.ndl.go.jp/txt/104805254X02019650319/29

18

昭和40(1965)年4月14日

衆議院科学技術振興対策特別委員会

小泉純也防衛庁長官

基本法のある限り、これは法律というものは、五十年、

百年、二百年の先といえどもあくまでも厳守していかな

ければならないという前提に立つことは当然

https://kokkai.ndl.go.jp/simple/txt/104803913X01519650414/122

現状の政府の法解釈および小泉純也（小泉防衛大臣の祖父）答

弁に基づけば、小泉防衛大臣の「原子力だからということで議

論を排してはならない」という方針は、原子力基本法違反となる

のではないか？



潜水艦の大型化
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通常動力

原子力潜水艦の選択肢①加圧水型炉

https://tvzvezda.ru/news/20231211222-NUAl4.html

20

デルタⅣ型戦略原潜の原子炉（制御棒）



原子力潜水艦の選択肢②低
濃縮型か高濃縮型か
高濃縮ウラン：米露英

低濃縮ウラン：中仏

21
ル・トリオンファン級原潜(14000t)用原子炉吊り下げ作業
https://sgs.princeton.edu/sites/default/files/2019-11/philippe-vonhippel-2016.pdf

LEU＝20％濃縮、HEU＝93%濃縮
※SSN：攻撃原潜、SSBN：戦略原潜

https://fissilematerials.org/library/onnp95.pdf

原子力潜水艦の選択肢
②低濃縮型か高濃縮型
か
(cont.)

• 低濃縮化は燃料交換が必須

• 低濃縮化は原子炉が大型化(20%濃縮でサイ

ズ大型化は12%増)

• IAEA保障措置上、HEUは20%以上濃縮のため、

20%弱のLEU燃料で対処可能か？ ただしど

こで作るのかという問題がある。

22https://fissilematerials.org/library/onnp95.pdf



HALEU(高純度低
濃縮ウラン)

〇前提

• IAEA基準では20％以上濃縮（U-235）されているウランを高濃縮

ウラン（HEU）と定義し、 U-235量で25kgをSQ（核爆発装置1発

分の製造が否定できない量）としている

• 核兵器では多くの場合、90％以上濃縮したウランが用いられる

• 一般の原子炉は低濃縮ウラン（LEU、3～5％濃縮）が用いられる

• 多くのSMRでは20％未満まで濃縮度を高めたHALEU（High Assay 

Low Enriched Uranium）が用いられる。場合によっては限りな

く20%近くまでのものも使われることになる。

〇問題点

• 濃縮作業量（SWU）がLEUの場合に比べて大きく減る。

• 兵器級ウランを1SQ製造するのに必要な作業量は、天然ウランか

らの場合：5,370 SWU、5%濃縮LEU：835 SWU、19.75%濃縮

HALEU：345 SWU

• 残存ウラン235とプルトニウム量がLEUより多くなるため、再処

理の経済性を向上させ、各国を再処理に誘導する可能性

• 10％濃縮以上のウランが兵器転用可能という議会証言

• 19.75%HALEU数百kg～約1000kgで広島型原爆と同等以上の威力

の核兵器を製造可能

23
https://www.science.org/doi/10.1126/science.ado8693

https://vcdnp.org/wp-content/uploads/2024/09/HALEU-Some-Safeguards-Implications.pdf

https://www.centrusenergy.com/what-we-do/nuclear-fuel/high-assay-low-enriched-uranium/

原子力潜水艦の選択肢③新型炉

24

https://x.com/Capt_Navy/status/1251527911561146368

アルファ型戦略原潜の原子炉取り出し作業の様子

使われたのはPb-Bi（鉛-ビスマス）高速炉だった。



原子力潜水艦は必要か？ ①
（自衛隊潜水艦部隊の役割は公表ベースでは）宗谷海峡、津軽海峡、対馬海峡、宮古海峡、それに台湾と

フィリピンを隔てるバシー海峡周辺に待機して、中国やロシアの潜水艦が太平洋に抜けないよう警戒

米ソ冷戦時代は16隻体制・・・主たる監視対象は宗谷、津軽、対馬の3海峡。各海峡に6隻を配備・・・3×6

で18隻・・・基地である呉と横須賀の距離が近いのを考慮して2隻減。6隻増やしたのは、監視対象に宮古

海峡をはじめとする南西諸島が加わったから。ソ連崩壊に伴い宗谷海峡と津軽海峡の重要度が相対的に

低下したので、両海峡から南西諸島に数隻シフト

提言の本旨は「原子力推進を問答無用で門前払いするのではなく、将来の安全保障環境と技術発展、さら

に環境問題なども加味して潜水艦の推進方式の検討を前広で行う」と解釈するのが本筋と考えます。よっ

て、海上自衛隊の近い将来の防衛力整備において、原子力潜水艦を直ちに導入することにはならないのは

明白でしょう。現在の我が国の防衛構想は原子力潜水艦を不可欠とするものではありません。「ゆりかごか

ら墓場まで」の管理に関わる諸施策、例えば放射性廃棄物の処理は非常に困難な状況

香田洋二元自衛艦隊司令官

（日経ビジネス 2025.11.13）
25

原子力潜水艦は必要か？ ②
日本には攻撃型原潜（SSN）は必要ない。日本の海上安全保障上の主な脅威は中国と北朝鮮であり、両国

とも地理的に極めて近い。海上自衛隊の通常動力の攻撃型潜水艦（SSK）は、日本海と黄海、東シナ海、南

シナ海、さらには西太平洋、インド太平洋海域で活動するための優れたプラットフォーム

新型のリチウムイオン電池と長時間潜航可能な非大気依存推進（AIP）機関を使うことで、日本の潜水艦は

海洋上の重要水路、さらには中国や北朝鮮の海軍基地や港の外側に長期間にわたって居続けることがで

きる。また、関心を寄せている他の場所でも何週間も都合よく海上交通を監視することができる。議論の

中心となるべきは、海自がより広範囲の地域をカバーするためにさらに多くのSSKを持つべきかどうかだ。

海自は日本近海を守るための防御的な組織であり、地域を越えて力を行使する遠征海軍ではない。海自は

無人システムやミサイルなどを日本本土から利用発射でき、高額な原潜にそれらを搭載する必要がない。

日本が原潜を建造する場合、それを正当化する理由は『主要な海軍大国としてのステータスシンボル（地位

の象徴）を得る』ということでしかない。現実的な観点から見ると、原潜は海自の活動に必須ではない。

ティム・フィッシュ 海軍専門記者兼アナリスト

（日本は原子力潜水艦を保有すべきかどうか 世界の海軍専門記者に聞いた（下) 2021/11/20、

https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/a19b55ff623781f2b7d1dd9360566b9a15c9a665 ） 26



保有コスト
• AUKUS：$368bn(5.4兆円)

米国原潜3隻の購入、オーストラリア製原潜
5隻の建造、関連インフラ等のコスト、2050
年代半ばまでの累計額

• UK： £31bn∔£10bn(8.2兆円)

4隻の新型戦略原潜の建造費£310億＋予備費
￡100億

• 米：$7.1bn～8.7bn(1兆～1.3兆円)

新型攻撃原潜1隻の推定調達コスト(9000～1
万トン)

• 日本(通常動力型)：調達費1140億円(1隻)、
運用費640億円(24年、たいげい級)

27

この写真 の作成者 不明な作成者 は CC BY-SA-NC のライセンスを許諾されています

https://www.theguardian.com/world/2025/jun/15/aukus-will-cost-australia-
368bn-what-if-there-was-a-better-cheaper-defence-strategy

https://www.theguardian.com/business/2024/mar/31/uks-ever-more-expensive-
nuclear-submarines-will-torpedo-spending-plans-for-years-to-come

https://www.congress.gov/crs-product/IF11826

ハンフォードサイト トレンチ94
Wikimedia Commons
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中国の反応
林剣 中国外務省副報道局長

• 中国は日本の最近の軍事・安全保障上の

動きを深刻に懸念している。日本は平和

を愛する国を自称し、核兵器のない世界

を提唱しながら、高市早苗政権は非核三

原則について曖昧な発言を続け、同原則

からの離脱の可能性を示唆している。日

本の高官はさらに、日本が原子力潜水艦

を保有する可能性を排除していないと主

張した。これらは日本が重大な負の政策

転換を図っていることを如実に示してお

り、国際社会に危険な信号を送っている。

（2025/11/14 記者会見にて）

29
https://ir.china-embassy.gov.cn/eng/fyrth/202511/t20251114_11753607.htm

潜水艦部隊

所在地

30

第１潜水隊群
司令部
（呉、人口２０万
人）

ちはや（潜水艦救難艦）

第１潜水隊 じんりゅう/しょうりゅう/はくげい/らいげい

第３潜水隊 けんりゅう/おうりゅう/くろしお/もちしお

第５潜水隊 そうりゅう/うんりゅう/はくりゅう/せきりゅう

呉潜水艦基地隊（後方支援業務）

第２潜水隊群
司令部
（横須賀、人口３
６．７万人）

ちよだ（潜水艦救難艦）

第２潜水隊 うずしお/なるしお/たかしお

第４潜水隊 とうりゅう/じんげい/やえしお/せとしお

第６潜水隊 ずいりゅう/こくりゅう/せいりゅう

横須賀潜水艦基地隊（後方支援業務）

第１１潜水隊（呉） まきしお/いそしお/たいげい

潜水艦教育訓練隊（呉）



労働環境・定員充足率

• 水中という過酷な環境下、狭い居室（ベッド）。原潜では任務が長期化。
31

たいげい型（最新）の居住区
https://mamor-web.jp/_ct/17656522

米戦略原潜（オハイオ級）の下士官用居室
https://www.jiji.com/jc/d4?p=ohi714-jp2032_201107140138&d=d4_mili

VLS(Vertical 
Launch System)
垂直発射装置

32ロサンゼルス級搭載のMk 45（トマホークを発射可能）



次期潜水艦コンセプト

デザイン

• 川崎重工の次期潜水艦コンセプトによれ

ば、従来前方にあった艦橋が後方にずれ、

VLSを搭載するデザインとなっている。

33

「たいげい」型潜水艦

https://www.khi.co.jp/ir/pdf/etc_231212-1j.pdf

最近の開発状況
• 2022年版防衛力整備計画(2023-2028年度、旧中期防衛力整備計画) 

「スタンド・オフ・ミサイルの運用能力向上を目的として、潜水
艦に搭載可能な垂直ミサイル発射システム（VLS）、輸送機搭載
システム等を開発・整備」（p.3）、「水中優勢獲得のための能
力強化として、潜水艦（SS）に垂直ミサイル発射システム
（VLS）を搭載し、スタンド・オフ・ミサイルを搭載可能とする
垂直発射型ミサイル搭載潜水艦の取得を目指し開発 」（p.13）

• 令和6年度「水中発射型垂直発射装置の研究」

約300億円、2025～2029年度、VLS及びVLS搭載用耐圧殻を研究

• 令和7年度「次期潜水艦(VLS搭載型)のトータルシップ最適化設計に
関する研究」

約39億円、2026～2029年度、VLS搭載潜水艦の設計検討

※12式地対艦誘導弾能力向上型の射程は1,000km(最終的に
1,500km目標)。「新地対艦・地対地精密誘導弾の開発」も予算計
上、射程は2,000km

34

令和6年度

水中発射型垂直発射装置の研究

令和7年度

次期潜水艦(VLS搭載型)

のトータルシップ最適化

設計に関する研究



その他の潜水艦
発射スタンドオ
フミサイル

• 令和4年度 潜水艦発射型誘導弾

約793億円、2023～2027年度、潜水艦発射可能

なスタンド・オフ・ミサイルとして、対艦誘導

弾を開発

※すでに魚雷口発射ミサイルとしてハープーン

Block2が搭載（射程約120km）。それ以上の射

程を求めている様子。三菱重工と契約しており、

同社の17式艦対艦誘導弾（12式地対艦誘導弾の

水上艦艇搭載型、射程約400km）を搭載か。

35
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VLS搭載原子力潜水艦の次は?

小川伸一（元防衛省防衛研究所研究部長）

「日本が「対都市報復能力」プラスアルファ、すなわち相手の戦略核戦
力を攻撃できるカウンターフォース能力を一定程度持てば、少しは戦略
的に自前の抑止力という議論はできると思います。日本が核の運搬手段
を持つとすれば、おそらく海洋配備のものでしか残存性を維持できませ
ん。そうなると、潜水艦発射弾道ミサイルに、強力なカウンターフォー
ス能力を付けるかということになる。・・・日本が自前で、一定程度の
カウンターフォース能力を備えた、ある程度信頼の置ける核抑止力をつ
くろうとすると、ものすごく年月がかかることだと思います。」

（柳澤協二ほか（2010）『抑止力を問う』かもがわ出版）
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米国の状況
• かつては核兵器搭載トマホークを攻撃

型原潜に配備（TNAM-N）。ただし冷戦

終結後、米国の核搭載原潜は戦略原潜

のみと整理。オバマ政権は2010年核体

制見直し（Nuclear Posture Review、

NPR）でTLAM−Nの退役を示し、2012年

までに搭載用弾頭W80-0も全量解体。

• 第一次トランプ政権下で核弾頭搭載海

洋発射巡航ミサイル（SLCM-N）の開発

開始（2018年NPR）。バイデン政権の

2022年NPRで開発中止を示すも、議会は

海洋発射型巡航ミサイルと搭載用核弾

頭の開発予算を供給。2025年現在、

NNSA（核安全保障局、エネルギー省に

属する組織）はW80系統での弾頭開発中。

2034年運用開始予定。射程は2,000–

2,500 kmと推定。

37南西諸島周辺から半径400km、1000km、2000km 2500kmの円。2000kmで中国の
沿岸部をすべて、2500kmの場合、内陸部のサイロも射程に入れる

韓国のVLS搭載潜水艦
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https://www.navalnews.com/naval-news/2021/09/new-dawn-first-time-a-modern-non-nuclear-submarine-has-fired-a-ballistic-missile/

現行のKSS-III Batch1(3,750t)はVLS6基
とSLBM玄武4-4(射程1,000km)を搭載、
Batch2(4,000t)では10基に増加。
連続潜航時間は20日以上とも



韓国原潜保
有問題
廬武鉉時代から検討開始。

2003年には2020年ま

でに3基建造という計画も

39

政党のスタンス

日本維新の会

• 緊迫する安全保障環境に鑑み、アジア太平洋地域の平和と安定の基軸となる日米関係を更

に強固なものとするため、例えば原子力潜水艦の共有など、米国の核拡大抑止における日

本側の意思決定への関与や共同訓練の実施を求める等、日米同盟の一層の深化を図ります。

維新八策2024基幹政策（https://o-ishin.jp/policy/pdf/ishinhassaku2024CorePolicy.pdf）

• ロシアが核兵器による威嚇という暴挙に出てきた深刻な事態を直視し、核共有を含む拡大

抑止に関する議論を開始します。また、防御・反撃・制裁に関する手続きを日米間で確認

し、抑止力の実効性を高めます。

維新八策2024個別政策 (https://o-ishin.jp/policy/pdf/ishinhassaku2024kobetsuseisaku.pdf)

40



最近の有力政治家の発言①

• 石破茂 【報道1930】石破茂×小泉悠 この国に何が足りないのか 2024年5月22日

私が農林大臣の時だから今から13年くらい前かな、船舶雑誌に“日本も原潜持つべき”って論

文書いたことある。その考えは今も変わってません。原潜持った方がいいに決まってます。そ

うではあるんだが、随分前に「むつ」っていう（原子力）実検船作って失敗してますよね。そ

れ以来原子力船に関する研究は止まっちゃった（中略）今、原潜1隻1000億くらい。で、1隻だ

け持っててもしょうがない。1隻は修理、1隻は練習航海、実オペレーションに就くのは1隻。

つまり実際に運用するには最低3隻いる。そうすると一体いくらかかるんですか…。机上の計

算でもいいからしてみるべきだし、原潜を持った方がいいのか悪いのかの議論すら国会ではし

ないわけですよ。（中略）合衆国の原潜をリースでいいから使ってみるべき。

https://newsdig.tbs.co.jp/articles/-/1189595?display=1
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最近の有力政治家の発言②

• 玉木雄一郎 NHK 2022年6月14日 

今いちばん想定される攻撃は潜水艦発射ミサイルだ。日本が原子力潜水艦を保有し、適度な

抑止を働かせていくということも具体的に検討するべきであり、党内でも議論を進めていき

たい https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220614/k10013672001000.html

• 河野太郎 毎日新聞 2024年9月5日

（相手国の艦船などが）東シナ海から太平洋に出てこさせないようにするためには通常型の

潜水艦でいいのか。あるいは日本も長時間潜っていられる原子力潜水艦を配備する戦略をと

る、こういう議論をしないといけない時代になっている
https://mainichi.jp/articles/20240905/k00/00m/010/165000c
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最近の有力政治家の発言③

• 高市早苗 FNNプライムオンライン 2021年9月27日

オーストラリアが持ったのは、原子力潜水艦は非常に高速度で遠くまで長期間行けるということ。南

半球から西太平洋、東シナ海辺りまで視野に入れて安全保障環境をつくっていこう、こういうことな

のだろう。日本の通常型潜水艦もなかなか優れもので、近海で使う分には十分だ。原潜に比べて音も

小さい。日本は非常に高度な潜水艦を持っている。ただ、今後の国際環境、最悪のリスクとかさまざ

まなことを考えると、共同で少し長距離に対応できるものはあってもいいのではないか。ただし、原

子力基本法との整理は必要だ。原子力の平和利用ということをどう整理するか。原潜保有は憲法違反

にはならないと考えている。https://toyokeizai.net/articles/-/458311?page=2

• 高市早苗 朝日新聞 2025年9月26日

「非核三原則を堅持すべきだ」との考えへの賛否を5択で質問したところ、高市氏は「どちらかと言え

ば反対」https://digital.asahi.com/articles/AST9M3RRST9MUTFK027M.html
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想定される

課題

44

法的問題 非核三原則・原子力基本法（現状は違法）

専守防衛との関係（原潜・VLSは敵基地攻撃能力強化）

保障措置・核
拡散

IAEAの査察可能性（潜水艦任務との兼合いは？）

核拡散リスク

技術的問題 原子炉開発（米国原潜リース → 将来独自開発？）

通常動力型とは大きく異なるので、技術開発に時間を要する

コスト 費用（建造、維持、廃止）は現状をはるかに上回る

運用上の課題（受入れ港、人員、被ばく、放射性廃棄物）

必要性 通常動力型でも3週間程度連続潜航可能で、VLSを搭載すれば
長射程のSLCM発射可能。原潜でなければならない理由は？

外交・安全保
障への影響

近隣国の反応（緊張激化、日本の核開発懸念）



原子力潜水艦の保障措置について
「原潜保有に関する院内集会」

2025年12月9日

鈴木達治郞
NPO法人ピースデポ代表・⾧崎大学客員教授

suzukitatsu@nifty.com

核不拡散条約の抜け穴（loophole):原子力潜水艦の燃料
• NPTは、核物質の「核兵器（核爆発装置）」への転用を禁止している（第２

条）が、原潜の燃料(非民生用、非爆発用）への利用は禁止していないと解釈
できる。

• しかし、保障措置の対象は「すべての核物質」（第３条）であるものの、
「平和利用の核物質・施設」に限るので、原潜の燃料は保障措置の対象外と
なる。ただし、メンバー国は以下のように報告の義務はある。

• INFCIRC/153 , paragraph 14: 禁止されていない「非民生用」の核物質・
核活動に対する保障措置について規定。

• The state must inform the IAEA that, during the period of non-application of 
safeguards, the material will not be used for the production of nuclear 
weapons or other nuclear devices.

• 1978年、オーストラリアがこの件についてIAEA事務局⾧に問い合わせており、核物
質が保障措置対象外になる場合には、特別の合意が必要であり、違反した場合には
IAEA理事会に届け出ることをIAEA事務局⾧が確認している（GOV/INF/347(July 3, 
1978)

2



特別の保障措置協定が必要となる
• 現在、AUKUS（オーストラリア、米、英）とIAEA、ブラジルとIAEAが、

それぞれ独自の保障措置枠組みと協定を交渉中。
• 安全保障上のニーズに合致する必要性（保障措置は軍事用には適用されな
い原則）

• 軍事利用であっても、透明性と検証の重要性は不変
• 従来にはない保障措置の課題と可能性

• 最新の監視システム：衛星、水中音声探知技術などを利用した潜水艦追跡システム
で異常を検出する

• 先端センサー技術を用いた「封印」(seal): 違法な核燃料・核物質の入手を検出する
（核燃料貯蔵施設）

• リモート・モニタリング：潜水艦の燃料状態の監視システム
• 原潜用保障措置査察官の訓練
• 燃料の生産から廃棄までの核物質管理・監視システム
出所：Lenam dos Santos Guimaraes, “Application of Safeguards to Nuclear Submarine Fuel to Ensure Security and 
Proliferation Resistance”, Rev. Esc. Guerra Nav., Rio de Janeiro, v. 30, n. 1, p.15-46, janeiro/abril 2024. 
https://portaldeperiodicos.marinha.mil.br/index.php/revistadaegn/article/view/6077/5812













専守防衛
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「わが国が憲法上保持できる自衛力は、自衛のための必要最小限度のものでなけれ

ばならないと考えています。…個々の兵器のうちでも、性能上専ら相手国国土の壊滅

的な破壊のためにのみ用いられる、いわゆる攻撃的兵器を保有することは、直ちに

自衛のための必要最小限度の範囲を超えることとなるため、いかなる場合にも許さ

れません。たとえば、大陸間弾道ミサイル（ICBM）、長距離戦略爆撃機、攻撃型空母

の保有は許されないと考えています。」

（2025.10.20)
わが国の抑止力の大幅な強化を行うため、スタンド・オフ防衛能力の整備を加速
化する観点から、反撃能力を持つ長射程ミサイル等の整備及び陸上展開先の着
実な進展を行うと同時に、長射程のミサイルを搭載し長距離・長期間の移動や潜
航を可能とする次世代の動力を活用したVLS搭載潜水艦の保有に係る政策を推
進する。

（2022.12.16)
反撃能力とは、我が国に対する武力攻撃が発生し、その手段として弾道ミサイル
等による攻撃が行われた場合、武力の行使の三要件に基づき、そのような攻撃を
防ぐのにやむを得ない必要最小限度の自衛の措置として、相手の領域において、
我が国が有効な反撃を加えることを可能とする、スタンド・オフ防衛能力等を活用
した自衛隊の能力をいう。
…この反撃能力は、憲法及び国際法の範囲内で、専守防衛の考え方を変更する
ものではなく、武力の行使の三要件を満たして初めて行使され、武力攻撃が発生
していない段階で自ら先に攻撃する先制攻撃は許されないことはいうまでもない。
また、日米の基本的な役割分担は今後も変更はないが、我が国が反撃能力を保
有することに伴い、弾道ミサイル等の対処と同様に、日米が協力して対処していく
こととする。�



ICANオーストラリアによる
AUKUS批判

●IAEA保障措置の「抜け穴」

●濃縮ウランの非核兵器国（軍）への移転

●核不拡散への「影」

●中国を巻き込む地域の軍拡競争を助長

●核被害に遭ってきた太平洋諸国の反応

●東南アジア諸国の懸念


